
意見提出者一覧（計 28 者） 

 

整理 No. 

（提出順） 
意見提出者名 

No.1 広島テレビ放送(株) 

No.2 (株)静岡第一テレビ 

No.3 日本海テレビジョン放送(株) 

No.4 東海テレビ放送(株) 

No.5 山口放送(株) 

No.6 讀賣テレビ放送(株) 

No.7 (株)テレビ朝日 

No.8 (株)高知放送 

No.9 日本放送協会 

No.10 (株)ＴＢＳテレビ 

No.11 (株)フジテレビジョン 

No.12 日本テレビ放送網(株) 

No.13 (株)京都放送 

No.14 信越放送(株) 

No.15 九州朝日放送(株) 

No.16 (株)テレビ静岡 

No.17 中京テレビ(株) 

No.18 札幌テレビ放送(株) 

No.19 朝日放送(株) 

No.20 (株)ビーエスフジ 

No.21 千葉テレビ放送(株) 

No.22 (株)長野放送 

No.23 (社)日本民間放送連盟 

No.24 (株)テレビ東京 

No.25 (株)福岡放送 

No.26 (社)日本通信販売協会 

No.27 北海道放送(株) 

No.28 (株)テレビ信州 

 

別紙２



意 見 書 

 

                         平成 23 年 3 月 11 日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 殿 

 

 

                 郵便番号 ７３０－８５７５ 

                 住所 広島県
ひろしまけん

広島市
ひ ろ し ま し

中区
な か く

中町
なかまち

６番６号 

                 氏名 広島
ひろしま

テレビ
て れ び

放送
ほうそう

㈱ 

                    代表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

社長
しゃちょう

 福島
ふくしま

真平
しんぺい

 

                  

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を

改正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          



別紙 

該当箇所 意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一条の三第４項 

本省令案に概ね賛成をいたします。 

しかしながら、本制度の目的が視聴者に理解されるため

には、番組編成の内容をわかりやすくて合理的な方法で報

告を行うことが適切と考えます。 

放送の実態に則したより精度の高いデータを公表するた

め、下記の修正を要望いたします。 

 

〈修正要望〉 

本省令案において、「毎年４月から各６箇月の期間ごとに、

当該期間における各月の第３週の期間」とある部分を、「当

該期間における５月、８月、１１月、２月の各月の標準的

な１週の期間」と修正することを要望いたします。 

 

〈要望の理由〉 

民放テレビにおける番組編成は、３ヶ月（四半期）ごとに

改編が行なわれます。その基本月は、４月、７月、１０月、

１月であり、その他の月は、番組編成が大幅に変わること

がないため、各放送枠の番組種別や種別ごとの放送時間が

大きく変わることはありません。この４回の改編期を基準

としたデータを公表することで、視聴者が放送の実態を十

分に把握することができると考えます。 

さらに報告の対象月については、改編直後の週よりも、 

１ヶ月経過後の５月、８月、１１月、２月の方が、標準的

な番組編成となっていることから、この期間を対象とする

ことで、報告の精度がより高まるものと考えます。 

 



（別添様式） 

 

意 見 書 

平成２３ 年 ３月１４日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

郵便番号  ４２２－８００６ 
しずおかけんしずおかしするがくなかはら 

住所   静岡県静岡市駿河区中原５６３ 
      しずおかだいいちてれび ふくおかつねゆき 

氏名  株式会社 静岡第一テレビ  

代表取締役社長  小里 広 

  

  

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正す 

る省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 



（別添様式） 

 

別紙 

 

   該当箇所           意見 

 

案全体について 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一条の三第４項 

 

本制度の目的が「民放テレビ事業者が『番組調和原則』を

適正に履行していることを、視聴者により理解してもらう」

ためのものであるという理解のもと、その目的がより達成さ

れるため、今回の改正内容については、おおむね賛同いたし

ます。 

その理解の上に立ち、以下に修正していただきたい点を列

挙しますので、省令に反映していただけるよう、強く求めま

す。 

 

１．「種別ごとの放送時間公表については・・（中略）・・各

月の第三週の期間に放送した・・」とあるところを「３

ヶ月ごとの任意の１週間」と修正していただきたい。 

 

２．「通信販売番組」の定義については、さらに具体的にさ

れたい。 

 

＜上記要望の理由＞ 

ローカル局では、年度を通して番組編成を変更する時期 

は３ヵ月ごとで、年度によっては半期に一度の改編が主と

なっております。各月ごとに実施せずとも本制度の目的は

十分達成できるものと考えます。 

 また、「通信販売番組」は現在作りが多様化し、「販売」の

みを目的としたものから、「娯楽性」を追及したもの・ネッ

トと組み合わせて販売へ誘導するものまでが存在し、放送事

業者は種別判断に迷う場面が必ず起きると考えます。 

 

 

 

 



（別添様式） 

意 見 書 

平成２３年３月１５日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

 

郵便番号 ６８０－８５７２ 

    （ﾄｯﾄﾘｹﾝﾄｯﾄﾘｼﾃﾞﾝｴﾝﾁｮｳ） 

住所 鳥取県鳥取市田園町４－３６０ 

    （ﾆﾎﾝｶｲﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝﾎｳｿｳ） 

氏名 日本海テレビジョン放送（株） 

   （ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸｼｬﾁｮｳ ﾌｼﾞｶﾜｱｷｵ） 

    代表取締役社長 藤川昭夫 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正

する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙にはページ番号を記載

すること。 



（別添様式） 

別紙 

 

該当箇所 意見 

全体 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項     

 

 

 

 

 

 

本省令案に賛成いたします。 

本制度が放送法にある「番組調和原則」が適正に履行されて

いるかどうかを視聴者に確認できるようにする事と理解して

おります。また視聴者にわかりやすく理解していただけるよ

うに以下の修正を希望いたします。 

 

＜修正要望＞ 

１． 本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ご

とに、「当該期間における各月の第３週の期間」とあ

りますが、これを「当該期間における５月、８月、

１１月、２月の標準的な各月の１週間」へ修正希望

いたします。 

２． 「通信販売番組」の定義を「視聴者に・・・（中略）

当該商品又はサービスを目的とする放送番組」を「視

聴者に・・・（中略）当該商品又はサービスを販売す

ることを専ら目的とする放送番組」に修正希望いた

します。 

＜要望理由＞ 

（１）番組改編は基本「四半期」となっており実情

に則した形ではないかと考えられます。 

（２）番組の定義をより明確にすることが望ましい

との判断です。 

以上の修正要望とともに以下対応をとる予定です。 

① 基本番組表と個別番組の種別の事前公表 

 ・公表制度とは別に自主的な取組と 

  して４月、１０月改編期ごとの基本番組表に記載の番組

  ついて、その種別を明記し、自社のホームページ等で公

  表するための検討をしています。 

② ＣＭの放送時間量の公表 

 ・本制度による番組種別ごとの放送時間の公表にあわせて

  ＣＭの放送時間量についても自主的に公表する方針にし

  ております。 



 

 

意 見 書 

平成 23 年 3 月 14 日 
総務省情報流通行政局 
放送政策課 あて 

 
   郵便番号 〒461-8501 

   住 所

（ふりがな）

 愛知県

あいちけん

名古屋市

な ご や し

東区

ひがしく

東 桜

ひがしさくら

1
１

丁目

ちょうめ

14
１４

番 27 号

ばん２７ごう

 

氏 名

（ふりがな）

 東海

とうかい

テレビ

て れ び

放送

ほうそう

株式

かぶしき

会社

かいしゃ

 

         代 表

だいひょう

取締役

とりしまりやく

社 長

しゃちょう

 浅

あ さ

野

の

碩

せ き

也

や

 

 
        

 
      
        

 
 
「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を

改正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別紙 
＜総務省令に対する東海テレビ放送の意見＞ 

1 

該 当 箇 所 意 見 

 

省令案全体 

 

 

 

 

 

 

第 1 条の三 4 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

放送事業者にとって、視聴者に編成（番組編集）実績を公開する

機会が得られることは、放送事業の透明性をより高める目的、また

自主的規律の意味合いにおいて有意義と考えます。よって、今回の

「放送法施行規則の一部を変更する省令案」に賛意を表します。 

その前提において、当制度の目的が充分達成され、視聴者の利

益・利便性が、より高まるよう、以下の修正を提案させて頂きます。

 

＜修正提案＞ 

当省令案の「…公表については、毎年四月から各六箇月の期間ご

とに、当該期間における各月の第三週の期間に放送した…」を、「…

公表については、毎年四月から各六箇月の期間ごとに、当該期間に

おける五月、八月、十一月、二月の標準的な一週間に放送した…」

への変更を提案いたします。 

 

＜提案理由＞ 

民放開局以来、「改編」（編成方針の改訂）は、大きく 4 月期（春

改編）、10 月期（秋改編）と 、その間に、中規模の改編（7 月期、

1 月期）が行われることが通例となっております。 

この 4 半期間内においては、番組編成の変更（すなわち同一時間

帯における番組種別の変更）は基本的に行われません。 

 よって「五月、八月、十一月、二月の標準的な一週間」は、四半

期ごとの基本（レギュラー）編成を代表するものであり、この期間

を「番組種別の公表」をすることによって、各局の番組編成の実態

を的確に開示することが出来、放送法第三条 2 項の「番組調和原則」

が適正に遵守されているかの確認の目的を充分適えるものと考え

ます。 

視聴者に対する周知においても、「四半期ごと 1 週」の公表頻度は、

平易性、利便性の観点からも適切であると考えます。 

 

 

 
 
 
 



別紙 
＜総務省令に対する東海テレビ放送の意見＞ 

2 

     

以 上  

該 当 箇 所 意 見 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜東海テレビ放送としての自主的な取り組み＞ 

 

① 春・秋の改編時において「基本番組表」と「個別番組の種別」の公表

番組情報の開示・透明性を高め、視聴者のより一層の便宜を図るため、

省令案に沿って番組種別の実績を公表することに加え、年 2 回、春・秋の

改編時において「基本番組表」とそれに記載の「個別番組の種別」を自主

的に公表することを現在検討しております。 

 

② CM の放送時間総量の公表 

視聴者に、明るく楽しい多様性に満ちた番組を提供し、また公平、信頼

ある報道を行うため、CM 放送の収入によって担われる経営の安定は必要

不可欠なことです。 

東海テレビは、民主主義における放送の公共的性格、社会的役割を自覚

し、自主的に規律する上において、本省令に合わせ CM 時間の総量を公

表いたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



意見書 

平成 23 年 3 月 14 日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

郵便番号 ７４５－８６８６ 

住  所 山口県
やまぐちけん

周南市
しゅうなんし

大字
おおあざ

徳山
とくやま

5853－2 

氏  名 山口
やまぐち

放送
ほうそう

株式
かぶしき

会社
かいしゃ

  

代表取締役社長 岩田
い わ た

幸雄
ゆ き お

 

 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改

正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 



＜総務省令に対する山口放送意見＞ 

該当箇所 意見 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項 

本省令案に概ね賛成いたします。 

 本省令案で番組種別を「教養」「教育」「報道」「娯楽」「その他」

の５項目とし、「その他」に通信販売番組を明確に含めたことは、視

聴者の理解を得る上で、妥当な定義付けと考えます。 

ただ運用にあたっては「番組編成の実態」や「事業者の作業負担」

などをバランスよく考慮して決定されるべきものと考えます。本制度

の目的がより達成されるようにするため、以下の修正を要望いたしま

すので、省令に反映されますよう強く求めます。 

 

＜修正要望＞ 

１．本省令案において、毎年４月から各６か月の期間ごとに「当該

期間における各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期

間における５月、８月、１１月、２月の各月の標準的な１週の期間」

と修正されたい。 

 

＜理由＞ 

弊社をはじめ民放各社の番組改編は 3 か月に 1 回が基本となってい

ます。この間に番組編成が大幅に変わることや、それに伴い放送時

間枠の種別が大きく変化することは、実態としてありません。 

したがって、標記については「当該期間における５月、８月、１１

月、２月の各月の標準的な１週の期間」に放送した番組とすること

で、本制度の目的は十分に達せられるものと考えます。 

 

＜修正要望＞ 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該

商品又はサービスを販売することを目的とする放送番組をいう」と

あるところ、「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売す

ることを専ら目的とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜理由＞ 

番組の定義をより明確にすることが望ましいと考えます。 
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（別添様式） 

 

意 見 書 

 

 

平成 ２３ 年 ３ 月 １５ 日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

 

 

郵便番号 ５４０－８５１０ 

（おおさかしちゅうおうくしろみ） 

住所    大阪市中央区城見２－２－３３ 

（よみうりてれびほうそうかぶしきがいしゃ） 

法人名  讀賣テレビ放送株式会社 

     （だいひょうとりしまりやくしゃちょう おち つねお） 

代表者名 代表取締役社長 越智 常雄 

 

 

 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省

令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 2 - 

＜総務省令に対する讀賣テレビ放送意見 要旨＞ 

 

別紙 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項 

 

本省令案は基本的に放送の自主・自律を尊重し、既存の基準・制度との

整合性も取れたものであり、概ね賛成いたします。 

 本制度が視聴者から理解、支持され、その目的がより達成されるように

するため、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強

く求めます。 

 

＜修正要望＞ 

 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における

５月、８月、11 月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。

 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又は

サービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、

「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的

とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

標記については「当該期間における５月、８月、11 月、２月の各月の

標準的な１週の期間」に放送した番組とすることで、本制度の目的は充

分に達せられるものと考えます。 

 

（２）通信販売番組の定義について 

公表データの精度向上のため、番組の定義をより明確にすることが望

ましいと考えます。 

 

（３）讀賣テレビ放送の自主的な取り組みについて 

上記（１）をふまえ、視聴者から一層の信頼を得るため、弊社の自主

的な取り組みとして、本制度の施行にあわせて、次の対応をとる予定に

しております。 

 

① 基本番組表と個別番組の種別の事前公表 

② ＣＭの放送時間量の公表 
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（別添様式） 

＜総務省令に対する讀賣テレビ放送意見＞ 

別紙 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項 

 

本省令案は基本的に放送の自主・自律を尊重し、既存の基準・制度との

整合性も取れたものであり、概ね賛成いたします。 

  讀賣テレビ放送では、本制度の目的が、「すでに放送された番組の種別

や種別ごとの放送時間を公表することにより、『番組調和原則』が適正に

履行されているかどうかを視聴者が確認できるようにすること」にある、

と理解しております。 

本制度が視聴者から理解、支持され、その目的がより達成されるように

するため、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強

く求めます。 

 

 

＜修正要望＞ 

 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における

５月、８月、11 月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。

 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又は

サービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、

「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的

とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

・ 標記については、「制度の目的と効果」や「番組編成の実態」「公表さ

れるデータの精度」「実務作業の負担に対する合理的配慮」などの諸要

素を、バランスよく考慮して決定されるべきものと考えます。 

・ 本省令案では、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間におけ

る「各月の第３週の期間に放送した放送番組」が対象とされています

が、弊社の番組改編は「四半期」が基本となっており、期中に番組編

成が大幅に変わることや、放送時間枠の種別、種別ごとの放送時間が

大きく変化することは、実態としてありません。 

・ 従って、標記については「当該期間における５月、８月、11 月、２月

の各月の標準的な１週の期間」に放送した番組とすることで、本制度

の目的は充分に達せられるものと考えます。 
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（２）通信販売番組の定義について 

・ 公表データの精度向上のため、番組の定義をより明確にすることが望

ましいと考えます。 

 

（３）讀賣テレビ放送の自主的な取り組みについて 

上記（１）をふまえ、視聴者から一層の信頼を得るため、弊社の自主的

な取り組みとして、本制度の施行にあわせて、次の対応をとる予定にして

おります。 

 

① 基本番組表と個別番組の種別の事前公表 

・ 制度に基づき、過去の番組の放送実績を事後的に公表することに加え、

制度とは別に自主的な取り組みとして、春、秋の改編期ごとに、基本

番組表（１週間分のタイムテーブル）に記載の番組について、その種

別を明記し、自社のホームページ等で公表するための検討を進めてい

ます。 

・ この取り組みは、平成２１年８月に本制度の導入を提言した情報通信

審議会「通信・放送の総合的な法体系の在り方」答申において、「放送

の自主自律の原則の下で、その期待される機能・役割が十分に発揮さ

れ、視聴者の適切な選択に資することを可能とする環境を整備する」

とされた制度導入の主旨に沿っており、視聴者の利便性を第一に考え

たものです。 

 

② ＣＭの放送時間量の公表 

・ 広告収入を経営基盤とする民放テレビ事業者にとって、ＣＭは視聴者

に豊かで多様な番組をお届けするために無くてはならないものです。 

・ そのためにも、弊社では、常に放送局としての社会的責任や使命、地

域貢献への責務を自覚し、放送を通じて視聴者からの信頼を得て、そ

の結果として広告媒体としての媒体価値が保持されるよう日々努めて

おります。 

・ こうした観点から、弊社では、本制度による番組の種別ごとの放送時

間の公表にあわせて、ＣＭの放送時間量についても自主的に公表する

方針としております。 

 

 
            



意 見 書 

 

平成２３年３月１６日 

総務省 情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

                        郵便番号：１０６－８００１ 

                            所在地：東京都港区
と う き ょ う と み な と く

六本木
ろ っ ぽ ん ぎ

６－９－１ 

                            氏名：株式
かぶし き

会社
が いし ゃ

テレビ
て れ び

朝日
あ さ ひ

 

代表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

社長
しゃちょう

  早河
はやかわ

洋
ひろし

 

                             

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正す 

る省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙 

＜放送法施行規則（昭和２５年電波管理委員会規則第１０号の一部を改正する省令案に対する 

テレビ朝日意見＞ 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三 

      第４項 

  

 

本省令案におおむね賛成します。 

本制度の目的は、総合編成を行うテレビジョン放送事業者が、放送番組の

種別および種別ごとの放送時間を公表することによって、放送番組の相互の

間の調和が保たれていること（番組調和原則）が、視聴者によって確認でき

るようにすることにあると認識しております。 

 本制度が視聴者に理解され、その目的が達成されるために、以下の修正を

要望します。 

 

＜修正要望＞ 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間にお

ける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における５月、８

月、１１月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又はサー

ビスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、「視聴者に

…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的とする放送番

組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

（１）修正要望１．について 

・ デジタル放送におけるＥＰＧ（電子番組表）の番組ジャンルによって、すで

に視聴者に番組についての情報が提供されています。また、民放テレビ事

業者は、自主的な取り組みとして、春と秋の基本番組表における個別番組

の種別の事前公表を行います。これらに加え、放送後に放送番組の種別

の実績を適切な範囲で公表することで、番組調和原則の確認のための必

要で十分な範囲の情報が視聴者に提供されることになると考えます。 

・ 民間放送の番組の改編は四半期（４月、７月、１０月、１月）が基本となって

おり、期中に番組編成が大きく変わることはありません。このため、各四半

期の中央の月の標準的な１週間を公表対象とすることで、制度の目的は

達成され、視聴者に必要で十分な情報の提供となると考えます。 

・ このことは、各放送事業者の番組種別の公表作業の負担が著しく過大に

なることを回避することにもつながると考えます。 
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（２）修正要望２．について 

・ 放送事業者が番組の種別を決定するに際して、「通信販売番組」の定義を

より明確にすることが望ましいと考えます。 

 

（３）民放テレビ事業者の自主的な取り組みについて 

・ 日本民間放送連盟が行う方針である「基本番組表と個別番組の種別の事

前公表」および「ＣＭの放送時間量の公表」については、当社として、日本

民間放送連盟の合意に従って、自主的に対応する所存です。 

以上

 

 



（別添様式） 

意 見 書 

平成23年3月16日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

 

郵便番号 780-8550 

       （ｺｳﾁｹﾝ ｺｳﾁｼ ﾎﾝﾏﾁ） 

住所 高知県高知市本町3-2-15 

             （ｺｳﾁﾎｳｿｳ） 

氏名 株式会社 高知放送 

       （ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸｼｬﾁｮｳ ﾔﾏﾓﾄｸﾆﾖｼ） 

      代表取締役社長 山本 邦義 

 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正

する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別添様式）

別紙

該当箇所 意見

全体 基本的に本省令案に賛成いたします。

本省令案は、放送事業者によって「番組調和原則」が適正に履行されているかを

視聴者が確認できる手立てを確立するものであると認識しています。

局によって判断が分かれていたショッピング番組の分類先が明文化された点も

視聴者にわかりやすく、本制度の意図に沿うものと考えます。

本制度がさらに視聴者に理解され、その目的が達成されるために、以下の修正を

省令に反映されますよう要望いたします。

第一条の三 第四項 ＜修正要望　＞
放送時間の公表について本省令では「毎月四月から各六箇月の期間ごとに、

当該期間における各月の第三週の期間」を対象としています。

これを毎月ではなく四半期ごとの特定月の第二週に修正して頂きたい。

＜要望の理由＞

放送局の編成は基本4月、7月、10月、1月を起点に、3ヶ月単位で変わります。

この3ヶ月の期間内では、レギュラー編成が大きく変動することはありません。

ゆえに年4回の調査でも本制度の目的は十分に達成できると考えます。

調査月は期末期首、年末年始特番等の影響を受けない5月、8月、11月、2月が

妥当と考えます。

調査週を第2週としたのは、視聴率2週調査地区においては視聴率調査週である

第2週のほうが第3週に比べて標準的な編成が組まれる可能性が高いからです。

以上の修正要望とともに、自主的に以下の対応を取る予定です。

　・当該制度による事後的な種別公表に加え、自主的な取組として4月、

　　10月の改編期ごとに、基本番組表に記載されている番組について、

　　事前にその種別をホームページ等で公表する事を検討しています。



意  見  書 

 

平成２３年３月１６日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

郵 便 番 号 150-8001 
  とうきょうとしぶやくじんなん 

住   所 東京都渋谷区神南２－２－１ 

にっぽんほうそうきょうかい 

名   称 日 本 放 送 協 会 

 まつもと まさゆき 

代表者氏名 松 本  正 之 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正

する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙 

 

該当箇所 意見 

全体 昨年１２月に成立した改正放送法で新たな規律として定めら

れた放送番組の種別に関する義務規定は、基幹放送に関する番

組調和原則の確実な履行を担保しようとする目的のものだと理

解しており、今回の省令改正案は、その具体的な内容を定める

ものとして、その内容には、基本的には異論はありません。 

 ただ、規律の強化が必要な場合であっても、それは一般にそ

の目的に照らして必要最小限の範囲のものであるべきであり、

特に今回の規律は基幹放送の放送番組に関わる規律であること

を踏まえ、制度整備に当たっても、強化される規律の対象とな

る者にとって過重な負担とならないようにその意見を十分聞く

ように要望するとともに、制度制定後も適切な制度運用が行わ

れるよう要望します。 

第１条の４ 

第３項第３号 

ＮＨＫでは、番組審議会は毎月開催することとしていますの

で（８月を除く）、今回の省令案をそのまま適用すると、上半期

（４～９月）分は１０月の番組審議会に、また下半期（10～3 月）

分は４月の番組審議会に報告することを原則として固定するこ

とになります。これは、番組審議会の運営に当たって大きな制

約要因となります。本来、番組審議機関の運営は、いつどのよ

うな議題を取り上げるか、を含め、放送事業者及び当該審議機

関が自律的に行うべきものであって、その運営のあり方に対す

る制度的な制約は必要最小限であるべきだと考えます。 

その観点から今回の省令案を見た場合、本件に係る報告は、

事故等の報告と異なり、必ずしも一秒一刻を争う緊急性の高い

ものではありませんし、ＮＨＫについては、テレビ・ラジオ合

わせて５チャンネル分が報告対象となることから、その個別番

組の種別や放送時間の集計を誤りなく確定するには相応の時間

を要します。 
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ＮＨＫとしては、報告をいたずらに遅らせるつもりはなく、

上記に鑑み、報告対象期間経過後２か月以内に番組審議会に報

告するという運用により実施したいと考えますし、そのような

運用で改正放送法の立法の目的は十分達成できるものと考えま

すが、省令案に照らすと、これは「やむを得ない事情があると

き」に限られるため、ＮＨＫの姿勢に疑念を抱かせることにな

るのではないかと懸念します。 

上記の理由から、ＮＨＫとして２か月以内の報告という運用

が、「やむを得ない事情」という極めて限定的な条件の下ではな

い形で可能となるよう、条文案を修正されることを要望します。

第１条の３ 

第４項 

 現行の省令案では、本件について、審議機関への報告と一般

への公表についての前後関係は必ずしも明らかではありません

が、放送番組の種別及び放送番組の種別ごとの放送時間につい

ては、改正放送法の第３条の４で番組審議機関への報告事項と

定められている以上、放送事業者としては、番組審議機関へ報

告する前に一般に公表するような運用は、現実的には実施し得

ないものです。 

本件については、番組審議機関への報告を義務付けているこ

とを踏まえると、公表は番組審議機関への報告の後に速やかに

実施するような運用が、制度全体の構造に鑑みて適当であると

考えるので、その趣旨を明確にする観点から、該当箇所の表記

を「当該各６箇月の期間が経過し、審議機関への報告後、速や

かに行うものとする。」と修正されることを要望します。 

 



 
意見書 

 

 

平成２３年３月１６日 

 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 
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取締役
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「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改

正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 別 紙  

該当箇所 意見 
全体 

 
本省令案に基本的に賛成いたします。本制度は民放テレ

ビ事業者に課せられた番組調和原則が適正に履行され

ているかどうかを視聴者に明らかにする為のものと理

解しますが、本制度の目的をより良く達成するために以

下の修正を要望いたします。 

 
第１条の三第４項 ａ） （修正要望） 

本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごと

に、｢当該期間における各月の第３週の期間」とあると

ころを｢当該期間における５月、８月、１１月、２月の

各月の標準的な 1週の期間」と修正することを要望しま

す。 

 

（理由） 
番組種別の公表の対象とする番組については｢制度の目

的｣「番組編成の実際」｢公表するデータの精度｣｢事業者

の作業負担｣などを総合的に勘案して決定されるべきと

考えます。本省令案では毎年４月から各６箇月の期間ご

とに、当該期間における｢各月の第３週の期間に放送し

た放送番組｣が対象とされていますが、民放各社の番組

改編は四半期ごとが基本になっており期中に編成が大

きく変わるものの、番組の種別と種別ごとの放送時間が

大きく変化する事はありません。したがって番組種別の

公表につきましては｢当該期間における５月、８月、１

１月、２月の各月の標準的な１週間｣とすることで制度

の目的は十分に達せられ、事業者の作業負担の軽減にも

資すると考えます。 

 
第１条の三第４項 ｂ） （修正要望） 

｢通信販売番組｣の定義において、｢視聴者に･・･(中略)

当該商品叉はサービスを販売することを目的とする放

送番組をいう｣とあるところを「視聴者に・・・(中略)

を販売することを専ら目的とする放送番組という」と修

正することを要望します。 

 

(理由) 
「通信販売番組」の定義については、番組種別の定義を

より明確にすることが望ましいと考えます。 

 
 
 
 



 別 紙  

（付記） 

民放事業者の自主的

な取組みについて 

民放連では、本制度に沿って過去の番組の放送実績を公

表することに加え、視聴者利便を目的に春と秋の改編期

ごとに基本番組表の番組に関して、各社が自主的にその

種別をホームページに公表することを検討しています。

また番組の種別ごとの放送時間の公表と合わせて、ＣＭ

の放送時間量についても自主的に公表する方針です。Ｔ

ＢＳテレビは民放連と歩調を合わせ、この２点について

自主的に公表することを検討しています。 

 
 



 

意 見 書 

平成 23 年 3 月 16 日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

郵便番号１３７－８０８８ 

（ふりがな）とうきょうとみなとくだいば 

住所 東京都港区台場２－４－８ 

（ふりがな） 

氏名 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

フジテレビジョン
ふ じ て れ び じ ょ ん

 

   代表取締役社長 豊田
と よ だ

 皓
こう

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正す 

る省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙  

該当箇所 意見 

第１条の三第４

項 

公表対象期間に

ついて 

公表の対象期間を毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間

における各月の第３週の期間」としていますが、これを「当該期間

における５月、８月、１１月、２月の各月の標準的な１週の期間」

と修正するよう要望します。 

本制度は、放送番組の種別や種別ごとの放送時間を公表することに

より、視聴者・国民が簡便に「番組調和原則」の履行を確認できる

ことにその目的があると考えられますが、本省令案通りに公表した

場合、公表内容は膨大な情報量となり、却って視聴者・国民が利用

しづらいものとなるおそれがあります。 

民放各社の番組改編は、通常四半期ごとに実施され、同じ四半期内

において番組編成が大幅に変わることは基本的にはありませんの

で、公表対象期間は、四半期ごとの年４回で本制度の目的は充分達

成可能であると考えます。 

また、同じ四半期内の各週で種別毎の放送時間が大きく変わらない

以上、対象週を「第３週」に固定する必要はなく、「標準的な１週」

とすることにより幅が持てるので、ローカル局等人員の少ない放送

事業者が作業スケジュールや人員配置等に柔軟に対応できると考

えます。 

第１条の三第４

項 

通信販売番組の

定義について 

「通信販売番組」の定義を「視聴者に…（中略）当該商品又はサー

ビスを販売することを目的とする放送番組をいう」としています

が、これを「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売する

ことを専ら目的とする放送番組をいう」と、定義をより明確化する

ように修正を要望します。 

「通信販売番組」には＜通販部分だけ＞で成立する番組や＜娯楽性

の高い番組＞と＜通販＞の組み合わせ、＜生活情報性の高い番組＞

と＜通販＞の組み合わせ等多種多様な形態が想定されます。よって

「通信販売番組」の定義をより明確にすることで、態様に適合した

より正確な分類が可能になり、ひいては放送事業者の多様な番組編

成及び制作の自由度の確保に資すると考えるからです。 

その他 

自主的な取り組

みについて 

本省令（案）で定められたものの他、弊社においては、視聴者・国

民にとってより信頼性・利便性の高い情報提供を行うべく、下記の

取り組みを自主的に行う予定です。 

① 春・秋の改編期の基本番組表及び個別番組種別の事前公表 

② CM の放送時間量の公表 
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（別添様式） 

 

意 見 書 

 

 

                                                        平成２３年３月１６日 

 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

                                      〒105-7444 

                                      東 京 都 港 区
とうきょうとみなとく

東 新 橋
ひがししんばし

一丁目６－１  

                                      日本
にほん

テレビ放 送 網
ほうそうもう

株 式
かぶしき

会 社
がいしゃ

      

                                      代表取締役 社長執行役員 細 川
ほそかわ

 知
のり

正
ただ

 

                                       

                                       

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正す

る省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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（別添様式） 

 

別紙 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三 第４項 

 

本省令案に概ね賛成いたします。 

当社は、本制度の目的が、「すでに放送された番組の種別や種別ごとの放

送時間を公表することで、民放テレビ事業者に課された『番組調和原則』

が適正に履行されているかどうかを視聴者が確認できるようにすること」

により、視聴者の利益に資することにある、と理解しております。 

本制度が視聴者から理解され、その目的がより達成されるようにするた

め、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強く求め

ます。 

 

＜修正要望＞ 

 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における

５月、８月、11 月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。

 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又は

サービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、

「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的

とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

・ 標記については、「制度の目的」や「番組編成の実態」「公表されるデ

ータの精度」「事業者の作業負担に対する合理的配慮」などの諸要素

を、バランスよく考慮して決定されるべきものと考えます。 

・ 本省令案では、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間におけ

る「各月の第３週の期間に放送した放送番組」が対象とされています

が、民放各社の番組改編は「四半期」が基本となっており、期中に番

組編成が大幅に変わることや、それに伴い放送時間枠の種別や、種別

ごとの放送時間が大きく変化することは、実態としてありません。 

・ したがって、標記については「当該期間における５月、８月、11 月、

２月の各月の標準的な１週の期間に放送した番組」とすることで、本

制度の目的は充分に達せられ、視聴者にとっても、視聴習慣にあった、

よりわかり易いデータとなるものと考えます。 

・  
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（２）通信販売番組の定義について 

・ 番組の定義をより明確にすることが望ましいと考えます。 

 

（３）放送番組の種別及び放送時間公表に係る自主的な取り組みについて 

上記（１）をふまえ、視聴者のいっそうの信頼を得るため、当社は社団

法人 日本民間放送連盟の方針に準じ、本制度の施行にあわせて、次の対

応をとる予定です。 

 

① 基本番組表と個別番組の種別の事前公表 

・ 当社では、本制度にそって過去の番組の放送実績を事後的に公表する

ことに加え、制度とは別に自主的な取り組みとして、春、秋の改編期

ごとに、基本番組表（１週間分のタイムテーブル）に記載の番組につ

いて、その種別を明記し、自社のホームページ等で公表するための検

討を進めています。 

・ 本制度の導入を提言した情報通信審議会「通信・放送の総合的な法体

系の在り方」答申（平成２１年８月）において、制度導入の主旨につ

いて「放送の自主自律の原則の下で、その期待される機能・役割が十

分に発揮され、視聴者の適切な選択に資することを可能とする環境を

整備する」とありますが、上記の自主的な取り組みは、この答申の主

旨に沿って、視聴者の利便性を第一に考えたものです。 

 

② ＣＭの放送時間量の公表 

・ 財源を広告収入に依存する民放テレビ事業者にとって、ＣＭは視聴者

に豊かで多様な番組をお届けするために無くてはならないものです。 

・ そのためにも、民放テレビ事業者は、常に放送の社会的責任や使命を

自覚し、放送に対する視聴者の信頼を得て、その結果として広告媒体

としての媒体価値が保持されるよう日々努めております。 

・ こうした観点から、当社は、本制度による番組の種別ごとの放送時間

の公表にあわせて、ＣＭの放送時間量についても自主的に公表する方

針としております。 

 

 
         



意 見 書 

平成 23 年 3 月 16 日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

〒602-8588 

京都市上京区烏丸上長者町 

株式会社 京都放送 

テレビ編成局  

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令等の整備に関する意見募集」に関

し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

該当箇所 意見 

全体 

 

 

 

第 1 条の三第 4 項 

 

 

 

 

基本的には民放連意見に同意いたします。 

その上で、以下の点につき修正要望いたしますので、省令に反映さ

れますようお願いいたします。 

 

＜修正要望＞ 

本省令案において、毎年 4 月から各 6 箇月ごとに、「当該期間にお

ける各月の第 3 週の期間」とあるところ、これを「当該期間におけ

る 5 月、8 月、11 月、2 月の各月の標準的な 1 週の期間、独立ロー

カル局については 5 月、11 月の各月の標準的な 1 週の期間」への

修正をお願いしたい。 

 

＜要望の理由＞ 

本省令案では、毎年 4 月から各 6 箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第 3 週に放送した放送番組」が対象とされています

が、独立ローカル局である弊社においては、番組改編は「半期」が

基本となっており、期中に番組編成が大幅に変化することや、それ

に伴い放送時間枠の種別や、種別ごとの放送時間が大きく変化する

ことは、実態としてありません。 

従いまして、標記については「当該期間における 5 月、11 月の各

月の標準的な 1 週の期間」に放送した番組とすることで、本制度の

目的は十分に達せられるものと考えます。 

「番組編成の実態」「公表データの精度」「事業者の作業負担に対す

る合理的配慮」の諸要素を総合的に考慮すると、在京局、在阪局な

どと体力的に大きく異なる独立ローカル局については、上記修正が

必要であると考えます。 

 



 
意見書 

 
平成 23 年 3 月 16 日 

総務省情報流通行政局 
放送政策課 御中 

 
 

郵便番号  ３８０－８５２１ 
ながのけん ながのし といごしょまち 
住所  長野県長野市問御所町１２００ 

しんえつほうそうかぶしきがいしゃ 
信越放送株式会社 
たこう あつお 

代表者氏名 代表取締役社長 田幸淳男 

 
 
 
 
 
 
 「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を

改正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別紙 

 

該当箇所 意見 

 
 

 
信越放送としての付加意見 

 
先に提出された民放連の意見書は、総合的に考慮された

妥当なものと考えますが、付加意見を若干申し上げます。

 
１、 番組種別の公表制度として番組種別ごとの分類およ

び放送時間量を公表することの意義は理解しており

ますが、年間の報告回数を当初の案より少なくするこ

とは、決定的に不適当なのでしょうか。 
ローカル局の場合も自社制作番組にかなりの力を注

いでおり、地域密着効果も上がってきています。 
また、キー局の番組との連携など、編成の流動性も増

えてきています。 
人員も経営バランスを考慮して、そう潤沢ではありま

せん。 
可能であれば年４回の提出という程度にして頂いて、

しっかりした報告を提出することで本来的な目的は

達成できると考えますが、いかがでしょうか。 

 
２、 自主的公表の部分ですが、ＣＭの放送時間量の報告に

つきましても、当然上記の番組種別の項に同調させた

頻度ということになると思います。 
報告回数の減は、担当者の業務量の軽減につながるだ

けでなく、別の業務に関する時間を確保し、ひいては

放送の質の向上につながることと考えます。 

 
３、 回数の結論はどうであれ、この番組調和原則の問題は

放送にとって大切な基準だと考えますので、真摯に取

り組むべきことと思っています。 
番組審議会とも議論を深めて行くことは重要であり 
ますので、この問題に対する理解が得られるように努

力してまいります。 

 
１ 



(別添様式) 
 

意見書 
 

 
平成２３年３月１６日 

 
総務省情報流通行政局 
放送政策課 御中 
 

〒８１０－８５７１ 

福岡市
ふ く お か し

中央区
ちゅうおう く

長浜
ながはま

１丁目１番１号 

九 州
きゅうしゅう

朝日
あ さ ひ

放送
ほうそう

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 
 
 

 
 
 
 
「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省令案

に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別添様式） 
 

＜総務省令に対する意見＞ 
 

該当箇所 意見 
 
第１条の三 第４項 

 
本省令案では、毎月第３週に放送した番組の種別を集計して、毎年４月

から各６箇月の期間ごとに公表するとされています。 
 
公表により、視聴者が、番組の種別やその放送時間を確認することが

でき、民放テレビ事業者に課せられた「番組調和の原則」が適正に守ら

れているかどうか、一定のチェック機能が働くことが、この制度の目的で

あることは理解しています。 
 
しかしながら、公表の対象を、毎月第３週に放送した番組の種別とする

点については、番組編成の実態などに照らして、考慮をして頂きたいと

思います。 
 
民放テレビ各社の番組改編は、四半期（４月、７月、１０月、１月）が基本

となっています。 
 
期中に、番組編成が大きく変わることはなく、長期間にわたる大型スポ

ーツ番組などが編成される期間を除くと、番組の種別や種別ごとの放送

時間に差異が生じることは、まずありません。 
 
弊社では、意見書を作成するにあたり、昨年（２０１０年）１月から１２月

まで、各月で番組の種別ごとの放送時間を集計してみましたが、２月の

バンクーバーオリンピック、６月のサッカーワールドカップの時期以外は

大きな数字の変化はありませんでした。 
 
弊社としては、四半期を基本とする民放テレビ各社の改編実態に照らし 
期末期首（３月、４月、９月、１０月）、年末年始（１２月、１月）の特別編成

期を外したレギュラー編成期にあたる、５月、８月、１１月、２月の各月の

標準的な一週間を対象に番組種別とその放送時間を公表することで、

視聴者による「番組調和の原則」の確認は可能と考えます。 
 

以上

 
 
 
 

 



憩見書

平成  23年 3月 16己 

総務省情報流通好政問

版活政築課  {lEU中

T422-801ア
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味式合社テレビ静岡

?そり謀議帯誕百官 51務官

「盟組法等の一部在日交正する法館のー蔀諮妊に伴う政送法施行競馬の一部を

改正する省令諜[~{系る意見事態J [こ欝し、部総のとおり憩潤を提出しますα 
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鞍当箇所
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意 見 書 

 

平成２３ 年 ３月 17 日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

〒466-8635 

名古屋市
な ご や し

昭和区
しょうわく

高峯町
たかみねちょう

154 

中 京
ちゅうきょう

テレビ
て れ び

放送
ほうそう

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 

              （代表者）代表取締役社長 徳光
とくみつ

 彰二
しょうじ

 

 

  

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正す 

る省令案に係る意見募集」に関し、下記のとおり意見を提出します。 

 

 

 

該当箇所 意見 

全体 

 

 

 

 

弊社は、民放テレビ事業者に課された『番組調和原則』が

適正に履行されていることを視聴者が確認できるようにする

本制度に関する本省令案に概ね賛成します。 

しかしその目的が実効性を担保しながら効率的に達成され

るよう、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映され

ますよう強く求めます。 
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第 1条の三第 4項 

 

本省令案において、毎年 4 月から各 6 箇月の期間ごとに、

「当該期間における各月の第 3 週の期間」とあるところ、 

これを「当該期間における 5月、8 月、11 月、2月の各月の標

準的な 1 週の期間」と修正していただきたいと考えます。 

その理由は以下の 2 点です。 

 

1. 民放各社の番組改編は「四半期」が基本となっており、

その期中で番組編成が大幅に変わることや、それに伴い 

放送時間枠の種別や、種別ごとの放送時間が大きく変化す

ることは実態としてありません。 

サンプリングデータとしては「四半期」ごとに抽出すれば、

本制度の目的は充分達せられるものと考えます。 

  

 

2. 番組種別を公表する趣旨から,対象となる放送番組は、

特殊な編成の週よりなるべく定常的な編成の週をサンプリ

ングデータにするべきです。 

したがって期首特番等のイレギュラー編成が少ない、 

5 月、8月、11 月、2 月を調査の対象とすべきと考えます。

 

 

 

                                     

  以上 



様式 

 

意見書 

 

 

平成２３年３月１６日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 御中 

 

 

郵便番号 060-8705 

（ふりがな）  さっぽろしちゅうおうく きた  じょうにし ちょうめ ばんち 

住  所  札幌市中央区北1条西 8丁目 1番地 1 

（ふりがな）  さっぽろてれびほうそうかぶしきかいしゃ 

氏  名注１ 札幌テレビ放送株式会社 

           代 表
だいひょう

取締役
とりしまりやく

社 長
しゃちょう

  島田
し ま だ

 洋一
よういち

 

 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省

令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり、意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載することとします。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番としてください。別紙にはページ番号を記載す

ること。 
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（別添様式） 

＜総務省令に対するＳＴＶ意見＞ 

別紙 

該当箇所 意見 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項 

本省令案に概ね賛成いたします。 

  民放テレビ事業者は、本制度の目的が、「すでに放送された番組の種別

や種別ごとの放送時間を公表することで、民放テレビ事業者に課された

『番組調和原則』が適正に履行されているかどうかを視聴者が確認できる

ようにすること」にある、と理解しております。 

本制度が視聴者から理解され、その目的がより達成されるようにするた

め、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強く求め

ます。 

 

＜修正要望＞ 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における

５月、８月、11 月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。

 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又は

サービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、

「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的

とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

・ 標記については、「制度の目的」や「番組編成の実態」「公表されるデ

ータの精度」「事業者の作業負担に対する合理的配慮」などの諸要素

を、バランスよく考慮して決定されるべきものと考えます。 

・ 本省令案では、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間におけ

る「各月の第３週の期間に放送した放送番組」が対象とされています

が、民放各社の番組改編は「四半期」が基本となっており、期中に番

組編成が大幅に変わることや、それに伴い放送時間枠の種別や、種別

ごとの放送時間が大きく変化することは、実態としてありません。 

・ したがって、標記については「当該期間における５月、８月、11 月、

２月の各月の標準的な１週の期間」に放送した番組とすることで、本

制度の目的は充分に達せられるものと考えます。 

（２）通信販売番組の定義について 

・ 番組の定義をより明確にすることが望ましいと考えます。 

 
         



 

 

意見書 

 

平成23年3月17日 

 

総務省 情報流通行政局 放送政策課 御中 

 

〒：５５３－８５０３ 

住所：大阪市
お お さ か し

福島区
ふ く し ま く

福島
ふ く し ま

１－１－３０ 

氏名：朝日
あ さ ひ

放送
ほ う そ う

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 

代表取締役社長 渡辺
わたなべ

克
かつ

信
のぶ

 

 

 

放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省令

案に関し、別紙の通り意見を提出いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜総務省令案に対する朝日放送意見＞ 

 別紙 

 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 条の三 

      第 4 項 

  

 

本省令案に概ね賛成いたします。 

 

本制度の目的は、民放テレビ事業者に課された『番組調和原則』が適正に

履行されているかどうかを視聴者が確認できるようにすることにあり、視聴者

と放送事業者との間の信頼醸成に繋がるものと理解しております。 

本制度が視聴者から理解され、その目的がより達成されるようにするた

め、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強く求めま

す。 

 

＜修正要望＞ 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間にお

ける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における５月、８月、

10月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

・ 本省令案では、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間における「各

月の第３週の期間に放送した放送番組」が対象とされていますが、「各月

の１週分」とすることで視聴者のメリットが格段に向上することはなく、放送

事業者の作業負担を徒に増加させるものでしかありません。 

・ したがって、標記については「当該期間における５月、８月、11月、２月の各

月の標準的な１週の期間」に放送した番組とすることで、本制度の目的は

充分に達せられるものと考えます。 

 

（２）民放テレビ事業者の自主的な取り組みについて 

・視聴者のいっそうの信頼を得るため、民放テレビ事業者の自主的な取り組

みとして、本制度の施行にあわせて、「基本番組表と個別番組の種別の事

前公表」と「ＣＭの放送時間量の公表」を実施する予定です。 

・これらの取り組みを通じて、視聴者に豊かで多様な番組をお届けしつつ、広

告媒体としての価値が保持されるよう努めて参ります。 

以上 



 

 

 

意 見 書 
 

 

 

   

平成２３年３月１７日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課  御中 

 

郵便番号 １３７－８０８８ 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都
とうきょうと

港区
みなとく

台場
だ い ば

二丁目
にちょうめ

４
４

番
ばん

８
８

号
ごう

 

氏 名
（ ふ り が な ）

 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 ビーエスフジ
び ー え す ふ じ

 

社
しゃ

 長
ちょう

  北
きた

 林
ばやし

 由
よし

 孝
たか

 

 

 

 

 

  ｢放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する

省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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（別添様式） 

＜総務省令に対するビーエスフジ意見＞ 

別紙 

該当箇所 意見 

 

 

 

第１条の三第４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 

 

 

 

その他 

 

 

本省令案に概ね賛成しますが、以下の修正を要望します。 

 

＜修正要望＞ 

本省令案において「毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間にお

ける各月の第３週の期間」と、毎月の公表を求めています。 

これを「５月、８月、１１月、２月の年４回、各月の標準的な１週間」

と、修正を要望します。 

＜理由＞ 

当社及び民放各社の番組編成は、４月と１０月の半年ごとの番組改編と

７月と 1 月の３箇月（１クール）ごとの小改編を基本としており、通信販

売番組も含め期中の基本編成はほぼ一定という実態があります。 

こうした実態を踏まえて本制度における番組種別の公表は、この各１ク

ールの内の代表的１週間を取る事でその目的を達せるものと考えます。 

 

上記の点を除き、「公表の手続きと方法」「番組種別の分類」「公表の開

始時期と最初に行う対象期間」については、民間放送局の実情を踏まえて

いただき、実質的な内容のある有意義なものであると受け止めています。 

 

日本民間放送連盟では今回の制度実施に当り「４月・１０月改編の基本

番組表と、その番組種別の事前公表」「ＣＭの放送時間量の公表」を自主

的に行う事を表明しています。 

当社としても、その取り組みに協力していく所存です。 

 

 
         



(51fj議室謙式〉

意見書

{!日J4平成之さ年タ

総務省情報流通行政局

放送政策糠お宅� . 

針� j平� 

露軍長時� /;l6o -000/ 

〈品、仰な)財・悦トボ〈ちゅ}夜、》ぐぬかと日》

住民 子得後十怖がそ]1イ斗
(品、1がな}

武名;(注� 1) ぷ十業奇いゼ支え送枠寸たおし� 

-・膚

f設送法等の一部脅迫駐在する法律の一部施行に伴う放送法施行規制の一部省E戟正す� 

緩のとおり瞥見を議出します。11二関し、発JIる省令策己犠る意見募集

注� 1 法人又iま語体にあってな、その名称及び代舗の氏名表記載すること α� 

経iこiまページ番号を記載1)棒とす!ること。覧:J4担A用紙の大きさは、日本工蕪規格2法

すること。



{別紙様式〉

議IJ紙� 

敏掛箇所

全体

第� 1象の三第4環� 

意
1 

豆

弊社の本省令棄に対する態見誌、知連が提出している意見刷機です。

基本的には、本書錦!こ概ね竣成ふたします。

酔社は、本制患の関的が、� rすでに放越された番組の種別や種別ごとの般送時

間を皆表することで、民放テレt:事集者に蝶された『番組観和原劇』が溝正に

融行されているかどうかを視聴者が確認できPるようにすることJにある、と意

知しております。

本制邸宅捜聴者から理解され、そぬ躍的がより違蔑されるようにするため、以

下の修正を要望いたしますので、奇襲令にBl換されますよう強〈求めます。

1<修正要議〉

1.本省令諜において、毎年 4~から各 6 簡月の期間ごとに、「識鵠期間!なおける

各月の第3過の期間Jとあるととあ、これを「増設期聞における� s丹、� 8月、� 

I"月、 2月の各月の棟準的な� 1溺の期間j と悟Eされたい。� 

2. r通僧販売番組Jの定義においてよ� r様聴者に…〈中轄〉当該費晶又iまサーぜ

スを販売することを冨的とする放送犠維をいうjとおるところ、� f視聴者に…〈中

略〉翁践調品Jtlまサーピスを販売掌ることを豊玉三富鵠とする放送番組をいうJ

と都工記されたい。

く義援の纏蕗など〉

( ，.)分摘と公表の対意とする番組� ldついて

・棟胞については、「制度の目的j や� r犠組編成の撰蹄J r公表されるヂ…タ

の糊成J r事業者の作業負担に対!する合理的態撮Jなどの諸要素を、バラン

スよく場膿して決定されるべきものと帯えます。� τ各月の 1遭分j とするこ

とで視聴者のメリットが棒段に向上すること誌はならないと考えます。

本議令撫では、毎年4月から魯6笛持の縮問ごとに、当該顛艶における� f各� 

j警の第3週の期揮に猿送した裁選番線j が対象とされていますが、民放各

社の議総取繕iま� r4半期j が基本となっており、期中iこ番組編成が大幅に

変わることや、それに倖い放送時間枠の種別や、種別ごとの放送時聞が大

悲く斑化すること!忠実態としでありません。



したがって、標艇については号当鍛期間における� S丹、� 8丹、� 11月、� 

2月の各月の経意の� 1週の期間jIこ撤退した番結とする� ζとで、本制度の

園前は究分!こ遺せられるものと却をえます。、

特同盟の省令識で務された「令F.I0') 1現分Jという作蕪瓜院のよう

なロ一方ん島にとって大変な作細録制強いられます。省令擁に示され

た業務に対応する場合、専門誌対~する人員を新たに漉用する必要が想定

されるほか、メシステムの取修などが必要になり家す。ご承知の還り、テレ

ビ鰐を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、こうした状況の中で新た

な驚熊の追加というのは体力的iと監しく、搬送事業者の作繍負担・費需負

担を徒に増加させるものでしかありえません。� 

(2)通償販問番組の定離について� i

番組の定義をよ号明雄iこするこ去が望家しいと考えます。� 

(3)放送事業者としてお自主的な取り絡みについて

本制渡部趣皆を踏まえて、離農が施行された賂!こl定、� f放送番組の穂先IIJと� 

f種別ごとの該送時期Jの漉鰐牲の確保に努めて拶ります。そ0')ため!と、制1H1

とは男IJに富主的な取り組みとして、帯と軌の議種類ごとに器本番組表!こ位載

の番組iごついてその種別を明記し犠牲のHP等で公表するため0')議訴を進

めています。

また、番組の種男IJごとの鍛滋時間|の公表にあわせて‘� CMの放滋時間量を自

主的に公表する方針としており者す。

4欄



（別添様式） 

 

意見書 

 

平成 23 年 3 月 17 日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課あて 

 

380-0824 

長野市
ながのし

岡 田 町
おかだまち

131-7 

株 式
かぶしき

会 社
がいしゃ

長野
ながの

放 送
ほうそう

 

代表取締役社長 相 崎
あいざき

由
よし

松
まつ

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省令

案に係る意見募集」に関し、別紙の通り意見を提出します。 
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（別添様式） 

 

別紙 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

本省令案に概ね賛成します。 

当社は、自主自律の原則のもと視聴者の役に立つ放送を旨としてお

ります。本省令案は「番組種別の公表制度」整備に関するものであ

り、視聴者の関心や利益に資する制度であるとの基本認識のもと積

極的に取り組む所存であることをまず申し述べます。 

一方、継続可能な制度として発足することが長期的な視聴者利益に

つながるなどの観点から、以下の修正を要望いたしますので、省令

に反映されますよう強く要望します。 

 

第 1 条の三第 4項 ＜修正要望＞ 

1. 本省令案において、毎年 4月から各 6箇月の期間ごとに、「当該

期間における各月の第 3週の期間」とあるところを、「当該期間

における 5月、8月、11 月、2月の各月の標準的な 1週の期間」

と修正されたい。 

 

2. 「通信販売番組」の定義において、「視聴者に商品又はサービス

の内容、販売価格その他の条件を提示し･･･（中略）当該商品又

はサービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあ

るところを、「視聴者に商品又はサービスの内容、販売価格その

他の条件を提示し･･･（中略）当該商品又はサービスを販売する

ことを専ら目的とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由＞ 

・ 当社の番組編成は、四半期または半年が基本となっております。

そうした編成の実情に鑑みると、制度の目的達成を第一義とした

上で、継続可能な制度とする観点を加えると、要望した頻度が合

理的であると考えます。 

・ 番組の定義をより明確にすることが望ましいと考えます。 

 

＜当社の自主的な取り組みについて＞ 

より一層視聴者の関心に応えるため、当社では基本番組表と個別番



2 

組の種別の事前公表を自主的な取り組みとして実施することを検討

しています。 

さらに CM の放送時間量についても自主的に公表する方針です。 

 



 

 

 

意 見 書 
 

 

 

  連番第２０９号 

平成２３年３月１７日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課  御中 

 

郵便番号 １０２－８５７７ 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都
とうきょうと

千代田区
ち よ だ く

紀尾井町
き お い ち ょ う

３
３

番
ばん

２３
２ ３

号
ごう

 

氏 名
（ ふ り が な ）

 社団法人
しゃだんほうじん

 日本
に ほ ん

民間
みんかん

放送
ほうそう

連盟
れんめい

 

会
かい

 長
ちょう

   広
ひろ

 瀬
せ

 道
みち

 貞
さだ

 

 

 

 

 

  ｢放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する

省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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（別添様式） 

＜総務省令に対する民放連意見＞ 

別紙 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条の三第４項 

 

本省令案に概ね賛成いたします。 

  民放テレビ事業者は、本制度の目的が、「すでに放送された番組の種別

や種別ごとの放送時間を公表することで、民放テレビ事業者に課された

『番組調和原則』が適正に履行されているかどうかを視聴者が確認できる

ようにすること」にある、と理解しております。 

本制度が視聴者から理解され、その目的がより達成されるようにするた

め、以下の修正を要望いたしますので、省令に反映されますよう強く求め

ます。 

 

 

＜修正要望＞ 

 

１．本省令案において、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、「当該期間に

おける各月の第３週の期間」とあるところ、これを「当該期間における

５月、８月、11 月、２月の各月の標準的な１週の期間」と修正されたい。

 

２．「通信販売番組」の定義において、「視聴者に…（中略）当該商品又は

サービスを販売することを目的とする放送番組をいう」とあるところ、

「視聴者に…（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら目的

とする放送番組をいう」と修正されたい。 

 

＜要望の理由など＞ 

 

（１）分類と公表の対象とする番組について 

・ 標記については、「制度の目的」や「番組編成の実態」「公表されるデ

ータの精度」「事業者の作業負担に対する合理的配慮」などの諸要素

を、バランスよく考慮して決定されるべきものと考えます。 

・ 本省令案では、毎年４月から各６箇月の期間ごとに、当該期間におけ

る「各月の第３週の期間に放送した放送番組」が対象とされています

が、民放各社の番組改編は「四半期」が基本となっており、期中に番

組編成が大幅に変わることや、それに伴い放送時間枠の種別や、種別

ごとの放送時間が大きく変化することは、実態としてありません。 

・ したがって、標記については「当該期間における５月、８月、11 月、

２月の各月の標準的な１週の期間」に放送した番組とすることで、本

制度の目的は充分に達せられるものと考えます。 
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（２）通信販売番組の定義について 

・ 番組の定義をより明確にすることが望ましいと考えます。 

 

（３）民放テレビ事業者の自主的な取り組みについて 

上記（１）をふまえ、視聴者のいっそうの信頼を得るため、民放テレビ

事業者の自主的な取り組みとして、本制度の施行にあわせて、次の対応を

とる予定です。 

 

① 基本番組表と個別番組の種別の事前公表 

・ 現在、当連盟では、民放テレビ各社が本制度にそって過去の番組の放

送実績を事後的に公表することに加え、制度とは別に自主的な取り組

みとして、春、秋の改編期ごとに、基本番組表（１週間分のタイムテ

ーブル）に記載の番組について、その種別を明記し、自社のホームペ

ージ等で公表するための検討を進めています。 

・ 本制度の導入を提言した情報通信審議会「通信・放送の総合的な法体

系の在り方」答申（平成２１年８月）において、制度導入の主旨につ

いて「放送の自主自律の原則の下で、その期待される機能・役割が十

分に発揮され、視聴者の適切な選択に資することを可能とする環境を

整備する」とありますが、上記の自主的な取り組みは、この答申の主

旨に沿って、視聴者の利便性を第一に考えたものです。 

 

② ＣＭの放送時間量の公表 

・ 財源を広告収入に依存する民放テレビ事業者にとって、ＣＭは視聴者

に豊かで多様な番組をお届けするために無くてはならないものです。 

・ そのためにも、民放テレビ事業者は、常に放送の社会的責任や使命を

自覚し、放送に対する視聴者の信頼を得て、その結果として広告媒体

としての媒体価値が保持されるよう日々努めております。 

・ こうした観点から、民放テレビ事業者は、本制度による番組の種別ご

との放送時間の公表にあわせて、ＣＭの放送時間量についても自主的

に公表する方針としております。 

 

 
         



平成 23 年 3 月 17 日 

 

総務省情報流通行政局 

放送政策課      御中 

 

 

 

 

 

 

 

放送法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 10 号）の一部を改正する省令案 

に対する意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社名：株式会社テレビ東京 

代表取締役社長 島田 昌幸 

 住所 ：東京都港区虎ノ門 4-3-12 

 

  



 

該当箇所 意見 

 

全体 

 

 

 

 

第一条の３ ４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放送事業者が「番組調和原則」に基づいて番組を編成している内容を、

視聴者に公開することで、より透明性を高めると共に説明責任を果た

していく事は重要と考えます。その主旨から、本省令案に賛成いたし

ますが、併せて以下の点を要望いたします。 

 

番組編成の実態として、レギュラー番組の改編は４月と１０月を基本

として、７月と１月を加えた四半期ごとに行うことが一般的となって

おり、期中に番組編成や番組内容が大幅に変わることは殆どございま

せん。改編期などの特番編成も１９時から２３時のプライムタイムを

中心に一部の番組で行われます。 

これらの事から、「毎年四月から各六箇月の期間ごとに、当該期間にお

ける四半期ごとの標準的な一週の全ての放送番組を公表する」ことで、

答申の主旨にある「視聴者の適切な選択に資する」といった本制度の

目的は達せられると考えます。 

 

 

 



 

 

 
平成 23 年 3 月 17 日 

総務省 情報流通行政局 

放送政策課  御中 

 

郵便番号 810-8655 

住  所 福岡市中央区清川 2-22-8 

氏  名 株式会社福岡放送 

代表取締役社長 原 章 

 

 

 

意 見 書 
 

 

 

 「放送法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則 

 

を改正する省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり、意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



株式会社福岡放送 
別 紙 

1 

該 当 箇 所 意      見 

第一条の三第 4項 本省令案には、「・・・当該期間における各月の第三週

の期間に放送した放送番組を・・・」とありますが、民間

放送各社は、基本的に三箇月単位で番組改編を行うため、

放送番組の種別及び種別ごとの放送時間が毎月大幅に変わ

ることは通常ありません。従って、「各月」ではなく「各

四半期」で充分だと考えます。 

また、集計の対象期間を「第三週の期間」に特定しなく

てはならない事由はないと考えます。各四半期の標準的な

一週とするほうが適切ではないでしょうか。 

 

 

以上 



意見書 

 

平成２３年３月１７日 

 

総務相情報流通行政局 

放送政策課御中 

 

〒103-0024  東京都
とうきょうと

中央区
ちゅうおうく

日本橋
に ほ ん ば し

小舟町
こ ぶ な ま ち

３-２
３ － ２

リブラビル
り ぶ ら び る

２ 

社団
しゃだん

法人
ほうじん

日本
に ほ ん

通信
つうしん

販売
はんばい

協会
きょうかい

 会長
かいちょう

 宮島
みやじま

 和美
か ず み

 

 

 

 

 「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する省

令に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

  



該当箇所 意見 

（番組基準等の公表） 

第一条の三 ４項、５項 

 

（審議機関への報告） 

第一条の四 第３項三号 

 

 

 

 

通信販売業界は他の小売業が低迷する中、協会の調査に

よると２００９年度の売上高が 4 兆 3100 億円で対前年 

4.1%の伸びを示している。そのうちテレビショッピング

は約 5000 億円と順調に伸びてきている。これは以下の

理由に負うところが大きい。 

①テレビショッピングは「情報番組」、「エンターテイメ

ント番組」として視聴者から一定の支持を確立している。 

②テレビショッピングは利便性が高く日々の買い物に困

窮する高齢者等に対し貴重な買い物の機会を与えてい

る。 

③産直品や地場産業の製品を取り扱うことで、地域経済

の活性化の一翼を積極的に担っている。 

④店舗小売業が低迷する中にあって、メーカー、卸等が

新たな販路としてテレビショッピングを含む通信販売を 

位置付ける動きが加速しており、また新規参入も多く、

これらが個人消費を下支えしている。 

したがって、今回の番組種別と放送時間の公表、ならび

に審議機関への報告等が通信販売番組に対する過剰な規

制につながらないよう要望する。 

 

 



意 見 書 

平成23年3月17日 

総務省情報流通行政局 

放送政策課 ご担当 様 

 

郵便番号 060-8501 

ほっかいどうさっぽろしちゅうおく 

住所 北海道札幌市中央区北１条西５丁目 

ほっかいどうほうそうかぶしきかいしゃ  

氏名 北海道放送株式会社  

だいひょうとりしまりやくしゃちょう わたなべ たかし  

代表取締役社長    渡辺 卓 

 

 

 

 

 

「放送法等の一部を改正する法律の一部施行に伴う放送法施行規則の一部を改正する

省令案に係る意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



該当箇所 意 見 

 

全体 

 

 

 

 

 

 

第1条の三第4項 

 

本省令案に概ね賛成いたします。 

弊社といたしましては、本制度が円滑に運用されるため、以下の修正を

要望いたしますので、省令に反映されますようお願い申しあげます。 

 

 

 

＜修正要望と理由など＞ 

 

1. 本省令案において、毎年4月から各6箇月の期間ごとに、「当該期間

における各月の第3週の期間」との箇所を「当該期間における5月、

8月、11月、2月の各月の標準的な1週間」と修正していただきたい。

 

本省令が番組種別を公表することで、「番組の調和原則」を視聴者に

確認していただくという目的を有していることは認識しております

が、地方民放局にとっては実際の作業負担が無視できないものになる

と想定されます。 

また、民放各社の番組改編は半期ごと及びその中間期ごとが通例であ

り、これ以外に表案上大幅に番組種別が変わることは考え難いのが実

態であります。 

従って、各社作業負担と改編実態に即した合理的な配慮をお願いいた

します。 

 

2. 分類「その他の放送番組」における「通信販売番組」の定義をより明

確にする必要があるという見地から、「視聴者に･･･（中略）当該商品

又はサービスを販売することを目的とする放送番組をいう」の箇所を

「視聴者に･･･（中略）当該商品又はサービスを販売することを専ら

目的とする放送番組をいう」と修正していただきたい。 

以上

 

 



意見書

平成23年 3完17日

総務鳴鏑報流通行政濁

放送政業課御中

干380-8555

喪野市若旦1-1-1

株式会社テレピ霊州

代表取締役社長縮減興  

f放滋法等の一部を改正する法律の…部施符!こ伴う故滋法施行焼期の一部を改正

する省令濃iこ係わる意毘募集Jfこ関し、期紙のとおり意琵を提出します。



く期添様式)

く総務省令に対するテレビ信州の態毘〉

該当簡斯 識見
ト

全体� 

第� 1条の三第4項

j 本省令識に概ね賛或いたします。

本割疫が裸聴者から理解され、その目的が達或されるようにするため、

以下の惨IEを要望いたします。� 

<il彦正饗懇>� 

1.本省令議において、落年々薄から各6富男の織鵠ごとに、「当該期需に

おける各月の第 3 週の期間 j とあるところ、これ者 r~話隷需顎にお iする 

6月、� 8月、� 11月、� 2月の各月の標準的な� 1還の期間Jと鯵正された� 

2. r議儲販売番組j の定義において、「当該商品又はサービスを販売する

こと後罰的とする按送番鑓をいう」とあるところ、 r~該商品又はサービ

ス器販探することを蔓主主爵約とする接送番題をいう� j と修正されたい。

く喜怒盟の理由>

(1)分類と公表の対象とする番組について

機器については、� f制度の鼠的」や「番組編成の撫臆J r公表されるデー

タの糖蜜J r事業者の作難魚躍に交守する合理的配蟻Jなどの諸要素を、

バランスよく考惑して決定されるべきもめと帯えます。

本省令案では、梅年� 4舟から各� 6富男の識鶴ごとに、さき該顛需における� 

f各月の第� 3過の期間!こ放送した故送番組Jが対象とされていますが、

民放各社的番組破繍は「四半期」が基本となっており、期中に番組嬬戒

が大櫨に変わることや、それに伴い放送時間枠の樟別や、種目IJこごとの放

滋時間が大きく変北すること誌、実態としてありません。

したがって、横記については� F当該顛簡における� S馬、� 8月、� 11月、� 

2月の各月の樺準的な� 1避の期間J Iこ放送した番組とすることで、本制

度の目的は充分に漉せられるものと考えます。� 

(2)通告薮売番組の怨識について


番程の定義をより暁確にすることが望ましいと帯えます。



